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福祉課 №1 物価高騰対応重点支援給付金給付事業【物価高騰

対策給付金】

物価高騰対応重点支援給付金給付事業 600,599,366 №7に計上 600,599,366 600,599,366 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた、住民税非課税世帯等に対して給付金

を支給することにより、負担軽減が図られた。

１　支給世帯　    8,403世帯

２　支給額　　　　70,000円／世帯

①会計年度任用職員報酬　903,450円

②時間外勤務手当　      1,700,324円

③共済費　　　               　162,012円

④費用弁償                    　　5,600円

⑤消耗品費　                  851,438円

⑥印刷製本費               　471,900円

⑦通信運搬費            　1,526,443円

⑧手数料　                   　951,280円

⑨システム改修委託料　      675,400円

⑩給付金相談窓口業務等委託料   　5,060,000円

⑪使用料及び賃借料                       　81,519円

⑨物価高騰対応重点支援給付金　588,210,000円

福祉課 №2 低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業

【R5均等割のみ課税給付】

【物価高騰対策給付金】

定額減税補足給付金等一体支援給付事業 200,843,269 №3に計上 200,843,269 200,843,269 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた、住民税均等割のみ課税される世帯に

対して給付金を支給することにより、負担軽減が図られた。

１　支給世帯　1,962世帯

２　支給額　　100,000円／世帯

①会計年度任用職員報酬　564,799円

②共済費　　　　               　54,304円

③費用弁償　　                　11,518円

④消耗品費　                    50,736円

⑤印刷製本費　                738,650円

⑥通信運搬費              　　102,052円

⑦手数料　　　                  103,840円

⑧システム改修委託料　       907,500円

⑨給付金相談窓口業務等委託料　3,465,000円

⑩使用料及び賃借料　　　　　　　　　　383,130円

⑪均等割課税給付金　　　　　　 195,610,000円

福祉課 №3 低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業

【こども加算】

【物価高騰対策給付金】

定額減税補足給付金等一体支援給付事業 63,138,260 №2に計上 63,138,260 63,138,260 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた住民税均等割のみ課税世帯に対して、

同一世帯に属する18歳以下の児童を対象とした加算給付金を支給することにより、負担軽減が

図られた。

１　対象　　 1,240人

２　支給額　50,000円／人

①低所得子育て世帯こども加算給付金　61,990,000円

※予算整理の都合上、事務費1,148,260円は、全額上段の№2の事業に計上している。

福祉課 №7 物価高騰対応重点支援給付金給付事業【物価高騰

対策給付金】

物価高騰対応重点支援給付金給付事業 2,100,000 №1に計上 2,100,000 2,100,000 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた、家計急変世帯に対して給付金を支給

することにより、負担軽減が図られた。

１　支給世帯　　　30世帯

２　支給額　　　　70千円／世帯

①物価高騰対応重点支援給付金　2,100,000円

商工政策課 №10 にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰

対応重点支援）

にちなん応援プレミアム付商品券発行事業（物価高騰

対応重点支援）

412,852,549 412,852,549 119,375,372 エネルギー・食料品価格等の物価高騰等の影響を受けた市民の生活支援と消費下支えによる

事業者支援を行うため、プレミアム付商品券発行事業を行った。

これにより、商品券利用を契機とした地域内での消費下支えや、物価高騰に伴う市民の負担緩

和を図ることができた。

1　発行冊数　 　　56,000冊　※3冊／人

2　販売価格　 　　　5,000円　※千円券7枚綴り（プレミアム率40％）

3　購入冊数　 　　55,562冊

4　換金済額　387,258千円

5　登録店舗　 　　　378店舗

①会計年度任用職員報酬　   933,672円

②期末勤勉手当　               350,126円

③共済費　                        203,053円

④費用弁償　                       12,000円

⑤消耗品費　                      823,559円

⑥印刷製本費                　4,748,150円

⑦通信運搬費                　2,468,289円

⑧手数料　                      3,870,450円

⑨警備委託料　                6,182,000円

⑩商品券販売委託料       　6,003,250円

⑪プレミアム付商品券交付金　387,258,000円

農政課 №11 日南市配合飼料価格高騰対策事業（物価高騰対応

重点支援）

日南市配合飼料価格高騰対策事業（物価高騰対応

重点支援）

7,225,900 7,225,900 7,225,900 新型コロナウイルス感染症に加え、ウクライナ情勢や円安等の影響により、配合飼料の価格高騰

が続く中、コスト上昇分の一部を支援することにより、生産意欲の減退及び畜産業の弱体化の防

止が図られた。

１ 対象

　(1)種鶏　＠35,000円/1千羽×188,160羽

　(2)地鶏　＠35,000円/1千羽× 18,310羽

①日南市配合飼料価格高騰対策事業費補助金　7,225,900円

水産林政課 №12 林業経営安定緊急支援事業（物価高騰対応重点支

援）

林業経営安定緊急支援事業（物価高騰対応重点支

援）

11,767,728 11,767,728 11,767,728 物価高騰や原油価格高騰の影響を受けている林業事業者に対して支援金を給付することによ

り、負担軽減と事業継続支援が図られた。

１　対象　28事業者

①通信運搬費　7,728円

②日南市林業経営安定緊急支援金　11,760,000円

水産林政課 №13 漁業経営安定緊急支援事業【漁船抵抗軽減対策事

業費補助金】（物価高騰対応重点支援）

漁業経営安定緊急支援事業（物価高騰対応重点支

援）

4,178,000 №14に計上 4,178,000 4,178,000 燃油や漁労資材高騰の影響を受けている漁業者に対して漁船抵抗軽減（船底整備）経費の

支援を行うことにより、負担軽減と事業継続支援が図られた。

１　対象　７事業所

①漁船抵抗軽減対策事業費補助金　4,178,000円

水産林政課 №14 漁業経営安定緊急支援事業【漁労資材費支援事業

費補助金】（物価高騰対応重点支援）

漁業経営安定緊急支援事業（物価高騰対応重点支

援）

6,451,000 №13に計上 6,451,000 6,451,000 燃油や漁労資材高騰の影響を受けている漁業者に対して漁労資材費の支援を行うことにより、

負担軽減と事業継続支援が図られた。

１　対象　１０事業所

①漁労資材費支援事業費補助金　6,451,000円

1,309,156,072 1,309,156,072 1,015,678,895
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福祉課 №1 物価高騰対応重点支援給付金給付事業 物価高騰対応重点支援給付金給付事業 23,030,000 23,030,000 23,030,000 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた、住民税均等割非課税世帯等に対して

給付金を支給することにより、負担軽減が図られた。

１　支給世帯　　 329世帯

２　支給額　　　　70千円／世帯

①物価高騰対応重点支援給付金　23,030,000円

福祉課 №2 定額減税補足給付金等一体支援給付事業（令和６

年対応分）

定額減税補足給付金等一体支援給付事業（令和６

年対応分）

462,649,619 462,649,619 462,649,619 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた、住民税均等割非課税世帯、均等割の

み課税世帯等に対して給付金を支給することにより、負担軽減が図られた。

また、定額減税の恩恵を満額受けられない世帯に対する補足給付を実施することにより、負担軽

減が図られた。

１　支給世帯数・人数

　①低所得世帯等への給付　1,962世帯

　②こども加算（18歳以下の児童）　6人

　③定額減税を補足する給付　　9,199人

２　支給額

　①低所得世帯等への給付　　　　　100千円／世帯

　②こども加算（18歳以下の児童）　50千円／人

　③定額減税を補足する給付　　10～30千円／人

①会計年度任用職員報酬　 2,645,302円

②時間外勤務手当　             454,521円

③共済費　                         307,940円

④費用弁償　                          2,755円

⑤消耗品費　                      744,199円

⑥印刷製本費                   　231,000円

⑦通信運搬費                　1,937,982円

⑧手数料　                      1,267,420円

⑨システム改修委託料　      1,907,400円

⑩給付金相談窓口業務等委託料　5,720,000円

⑪使用料及び賃借料　                   171,100円

⑫非課税世帯給付金　              63,200,000円

⑬こども加算給付金　                     310,000円

⑭定額減税給付金　               383,750,000円

485,679,619 485,679,619 485,679,619
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